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大磯町地域防災計画資料編について 
  資料編の構成 

  

 
 

大磯町 

地域防災計画 

地震災害対策編 

風水害等災害対策編

都市の安全性の向上 

災害時応急活動事前対策の充実 

災害時の応急活動対策 

復旧・復興対策 

東海地震に関する事前対策 

災害に強いまちづくり 

災害時応急活動事前対策の充実

災害時の応急活動対策 

復旧・復興対策 

海上災害等対策 

風
水
害
対
策 

資 料 編 

総 則 

総 則 

H17 年版 H24 年度修正版 

修正完了 

修正完了 

今回修正 

・１冊 → ３つに分冊 

・パイプファイルによる加除式 
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資料編における見直しのポイント 

○様式や表、統計データなど時点修正が必要な事項について、本編から資料編に移動 

○体系を見直し、編集 

資料編の新旧対象 

平成１７年版 平成２４年度修正版 
《資料編》  抜粋 
 
１ 総則 
   大磯町防災会議条例、運営要綱 
２ 災害予防計画 
   防火地域、準防火地域指定状況一覧 
   自主防災組織一覧表、自主防災組織規約、防災行政無線運用規定 
   防災備蓄物資一覧表 
３ 災害応急対策計画 
   大磯町災害対策本部条例、要綱、災害時相互応援協定書、覚書 
   重要水防箇所一覧表、位置図、砂防指定地一覧表、位置図 
４ 東海地震に係る事前対策計画 
   大磯町地震災害警戒本部条例、要綱 
５ その他 
   関係機関の連絡先一覧表、震度階級解説、関連施設等位置図 
 
 
 
 
 
 

《資料編》  抜粋 
 
【Ａ．連絡先一覧】 
 防災関係機関等連絡先一覧表、協定締結団体等一覧表 
災害時相互応援協定締結団体一覧表 

【Ｂ．防災会議、災害対策本部等】 
 大磯町防災会議条例、要綱、大磯町災害対策本部条例、要綱 
 大磯町地震災害警戒本部条例、要綱 

【Ｃ．都市基盤】 
道路、橋りょう、港湾施設、公共施設の状況、防火対象物数 

【Ｄ．各種法規制等】 
準防火地域指定状況一覧、土砂災害、急傾斜地、山地災害、砂防指定地一覧

表、重要水防箇所一覧表、位置図 
【Ｅ．自主防災】 

自主防災組織一覧表、自主防災組織規約 
自主防災組織運営費交付金、資機材等整備補助金要綱 

【Ｆ．情報受伝達】 
防災行政無線子局設置場所一覧表、位置図、防災行政無線運用規程 
ＭＣＡ無線機設置場所一覧表 

【Ｇ．消防・救急】 
消防水利一覧、消防団の状況、部隊編成及び受持区域 
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平成１７年版 平成２４年度修正版 
《資料編》  抜粋 
 
 
 
 
 
 
 

《資料編》  抜粋 
 
【Ｈ．避難】 

広域避難場所、指定避難所一覧、緊急避難所一覧 
広域避難場所、指定避難道路の選定基準、標識 
津波避難場所、避難ビル一覧 

【Ｉ．備蓄、調達】 
防災備蓄物品等一覧表、貯水量、給水可能日数、防災指定井戸要綱 
防災指定井戸一覧表、建設協会機械及び資機材保有状況 

【Ｊ．輸送】 
ヘリコプターの離着陸要領及び発着場選定基準 
車両通行止表示、緊急通行車両標章、確認証明書、緊急輸送路網図 
地震発生時の交通規制図 

【Ｋ．医療・救護】 
災害発生時における医療救護活動実施計画、医療機関等一覧表 

【Ｌ．事業者の応急対策計画】 
東京電力、NTT 等各機関の災害応急対策計画 
応急給水の都県市水道事業体支援受入マニュアル 

【Ｍ．協定・覚書等】 
災害時相互応援協定書、覚書 

【Ｎ．申請書、報告書等様式】 
各種災害被害報告、状況報告、受付票、埋・火葬処理票 
り災証明 

【Ｚ．その他】 
被害の分類認定基準、応急危険度判定活動体系図 
応急仮設住宅標準仕様、震度階級解説、呼びかけ放送文 
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平成 25 年度防災に関する取組みについて 

 

                                平成 25 年 6 月 

危機管理対策室       

 

大規模災害が発生した際に、その被害を最小限に止めるためには、国、県、市町村、

防災関係機関、住民の相互の緊密な連携が重要となる。 

そのため、東日本大震災の経験や教訓を活かし改訂を行った大磯町地域防災計画を踏

まえ、次のとおり「防災訓練の取組方針」及び「平成 25 年度の防災訓練実施概要」を定

め、総合的かつ計画的な訓練等を実施する。 

 
１ 防災訓練の取組方針 

これまでの災害の教訓や訓練の実績等を踏まえ、次の事項に重点を置いて訓練を実施

する。 ※町防災テーマ「その時どうする 自分は 近所は 地域は」 

 
（１）災害対策本部等の機能強化 

町の災害応急活動体制を確立・強化するため、災害対策本部の要員及び応急対策に

携わる職員の危機管理能力及び災害対策本部等の組織的活動能力の向上を図るため、

既存マニュアル等を含めた町災害体制の検証及び災害時の行政対応を含めた実動型の訓

練を実施する。 
 
 
（２）広域連携の推進 

県・市町村・ライフライン等の防災関係機関や災害時協定の締結団体との相互連携

を強化するため、各機関の積極的な参画を得て、大規模地震等における災害応急対策

の立案・実施に係る相互の協力内容や協力方法の具体化を進める。 
 
 
（３）地域防災力の強化 
   総合的な地域防災力の強化を図るため、その核となる防災ミーティングを通じ、町

の避難所組織等の機能の向上を支援するとともに、自主防災組織、ボランティア団体、

事業所、学校等が自ら企画・協働する訓練を実施する。 
 
 
（４）防災減災意識の高揚 
   町民の防災意識の高揚を図るため、自助・共助を中心とした講演会の開催や年間を  
  通じて防災に対する一連の流れを作ることで、防災訓練への積極的な参加を促すとと

もに、ホームページ・広報・タウン誌などの媒体を活用し、広く防災の大切さを普及

啓発する。 

H25.7.1 

平成 25 年度 大磯町防災会議資料
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２ 平成 25 年度の防災訓練等実施概要 

 
東日本大震災により多数の死傷者・避難者が発生したことを踏まえて、大規模災害に

対する危機管理体制の一層の強化を図るとともに、情報受伝達体制や避難対策等を検証

するため、町民との協働や関係機関及び各部との連携を図り、次の防災訓練等を実施す

る。 
 

№ 訓練名等 概要 日程等 

１ 津波ハザードマップ 県が新たに想定した津波浸水

予測図を活用し、ソフト面での防

災対策による被害軽減を図るた

め、浸水状況と避難場所等の情報

を分かりやすく住民に提供 

と き ４月下旬 

仕 様 Ａ１サイズ 

両面フルカラー  

15,000 部 

方 法 全戸配布 

２ 情報伝達・収集訓練 大規模災害時における職員へ

の情報伝達に重点をおいた実践

的な訓練を通して、災害への備え

の充実強化を図る 

と き ５月５日（日） 

８月、11 月 ほか 

※メール受領職員は、質問事項に

迅速に回答し、各自休日時におけ

る初動体制の再確認 

３ 防潮堤門扉閉鎖訓練 

（１号・９号門扉） 

防潮堤の機能が十分発揮され

るよう、緊急時における操作体制

及び管理体制の確認 

と き ５月 21 日（火） 

ところ 大磯港周辺 

対 象 職員 

４ 土砂災害・全国統一防災訓

練 

土砂災害警戒情報等の受伝達

確認訓練などを実施し、防災情報

の収集能力向上を目指す 

と き ５月 31 日（金） 

ところ 危機管理対策室 

対 象 職員 

５ 防災ミーティング 町民自ら訓練を企画し、実践～

チェック～改善等を通じて、より

良い訓練を構築 

第１回 

H25 訓練等計画提示 

   総合防災訓練全体計画 

第２回 

避難所運営訓練個別協議 

 訓練項目等協議 

第３回 

総合防災訓練総括 

津波避難訓練協議 

第４回 

津波避難訓練総括 

H25 訓練等取組み状況提示 

第１回防災ミーティング  

と き ６月１日（土） 

ところ 保健センター 

 

第２回防災ミーティング 

と き ６月 29 日（土） 

ところ 保健センター 

 

第３回防災ミーティング 

 と き 10 月下旬 

 ところ 保健センター 

 

第４回防災ミーティング 

 と き １月中旬 

 ところ 保健センター 

６ 危機管理研修 職員一人ひとりの危機管理及

び防災対処能力の更なる向上を

図る 

と き ６月、12 月 

ところ 保健センター 

対 象 職員 

７ 防災講演会 

 

その時々の状況において、とる

べき行動を町民と一緒に考える

とともに、講演で得られた内容を

８月に開催予定である防災訓練

へと繋げ、さらなる町全体の防災

力を高めることを目的 

と き ６月 22 日（土） 

ところ 保健センター 

講 師 未定 

対 象 町民 
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８ 県津波対策訓練 

（海水浴場等津波避難訓

練） 

 海水浴場開設時の大規模な地

震発生に伴う津波から、海水浴場

利用者等の安全確保を図るため、

監視員による避難誘導及び大磯

港湾内利用者等の避難誘導訓練

を実施 

と き ７月 13 日（土） 

７月 16 日（火） 

ところ 大磯海水浴場、大磯港 

対 象 海浜利用者等 

 

総合防災訓練 

 

避難所開設運営訓練 

【大磯地区】【国府地区】 

 

災害応急対応訓練 

【町】 

 

大規模な地震の発生を想定し、

住民の避難行動や災害時要援護

者の支援体制、町職員の初動対応

力を高めるとともに、避難所の設

営や運営訓練を通じて、町民、行

政の連携体制を検証し、相互の防

災力の向上、防災体制の確立を図

る町民自らが企画した防災訓練

を実践 

訓練内容については、定期的に

集まる「１」防災ミーティング内

にて順次協議を行い構築 

職員緊急参集 徒歩等による緊急参集や初動

対応の全庁的初動体制の検証 

災害対策本部 

 

災害対策本部機能や防災関係

機関との連携強化のため、発災か

ら時系列での訓練を実施災害対

策本部の設置、災害対策本部会議

の運営等を検証する。被害状況の

把握・分析、情報受伝達、応急対

策の立案、防災関係機関との連

絡・調整等 

大規模災害対応 

 

時系列での状況付与により、職

員各自が判断し、自主的に行動で

きる力を養う訓練を実施。各部非

常時優先業務の検証や町と県と

の連絡調整機能の検証・強化並び

に情報収集等の対応能力の養成

を図るとともに、それらに関する

課題を抽出 

９ 

資機材等始動 資機材等の確認・点検・始動訓

練を実施 

（大磯地区） 

と き ８月 18 日（日）午前中

ところ 大磯高校、大磯小学校、

大磯中学校 

 

（国府地区） 

と き ８月 25 日（日）午前中

ところ 国府小学校、国府中学校

 

（初動対応訓練） 

と き ８月 18 日（日）午前中

８月 25 日（日）午前中

ところ 本庁、出先施設等 

 

10 防災・防犯安全講習会 大規模災害時における学校の

果たす役割について理解を深め、

教職員及び関係者の防災意識の

高揚を図る 

と き ８月 27 日（火） 

ところ 国府中学校 

対 象 教職員等 

11 シェイクアウトかながわ  事前登録した不特定多数の参

加者を対象として、決められた日

時に一斉にそれぞれの安全確保

行動を行うことで、防災意識向上

等を図る 

と き ９月５日（木） 

ところ 県下（各自いる場所で）

対 象 県民 

12 来庁者避難訓練  前回実施の来庁者避難訓練に

おける課題を踏まえ、避難誘導体

制の再確認 

と き ９月５日（木） 

ところ 本庁舎、出先施設等 

対 象 来庁者、職員 

13 全国瞬時警報システム（Ｊ

アラート）全国一斉自動放

送訓練 

 町民への情報伝達体制につい

て万全を期すため、全国一斉自動

放送等試験を実施 

と き ９月上旬 

ところ 本庁舎無線室 



 4

14 防災リーダー養成研修 災害が起きた際にすべき行動

に対し、救助などの専門知識の習

得により、共助としての地域での

防災力を高めることを目的 

と き 10 月、１月 

ところ 保健センター 

講 師 未定 

対 象  各地区防災担当者等 

15 

 

 

県湘南地域現地災害対策本

部市町連絡員等派遣訓練 

大規模災害時に県湘南地域現

地対策本部が市町に派遣する連

絡員及び相互応援協定に基づく

連絡員が円滑に行動できるよう、

市町への参集及び行動、受入訓練

を実施 

と き 11 月 15 日（金） 

ところ 本庁舎 

対 象 県職員及び町職員 

 

16 津波避難訓練 

 

相模湾を震源とする大規模地

震の発生により大津波の発生が

予想されることから、「あわてず」

に「直ちに高台へ」という住民の

避難行動に重点をおいた実践的

な訓練を通して、避難経路、避難

場所、誘導体制などを確認すると

ともに、津波災害への備えの充実

を図る 

と き 11 月 30 日（土） 

ところ 町内沿岸部ほか 

対 象 町民及び職員 

 

17 県災害ボランティアセンタ

ー開設訓練 

 地震発生時の初動体制の実効

性を確認するとともに、職員及び

関係者の災害対応能力、意識の向

上を図る 

と き ２月下旬 

ところ 本庁舎 

対 象 職員 

18 防災士養成 防災に対する総合的、体系的

な知識・技能の習得を目的に、

防災士養成講座へ職員を派遣 

と き 平成 25 年中 

ところ 指定講習場所 

対 象 職員１名 

19 災害救援ボランティア養成 災害時における災害ボランテ

ィアの受入れや活動を円滑に行

う人材を養成することを目的に、

災害救援ボランティア養成講座

へ町民を派遣 

と き 平成 25 年中 

ところ 指定講習場所 

対 象 町民 

☆ 各地区自主防災訓練 日ごろの災害への備えと、災害

発生時に各自がとるべき対応の

周知・徹底、身のまわりの安全点

検、非常持ち出し品及び防災マッ

プ等の確認、隣近所での協力しあ

った避難・誘導、安否確認、初期

消火、搬送、応急手当等の自主防

災活動 

と き 平成 25 年６月～ 

ところ 各地区内公園ほか 

＜その他＞ 

平成 25 年度 協定締結状況 

 ・災害時におけるボラティア活動に関する協定：大磯町社会福祉協議会（4/1） 

 ・災害時における生活必需物資の調達協定：クリエイト SD（4/1） 

 ・大規模災害時災害廃棄物の処理等に関する協定：公益社団法人 神奈川県産業廃棄物協会（4/1） 

 

◎防災行政無線非常用装置設置（代替通信機能の確保 大磯中学校屋上） 

◎耐震性貯水槽修繕工事（緊急遮断弁等の修繕 大磯小学校敷地内） 

 

※各訓練は時期・内容を変更することがあります。 

また、本表に記載のない訓練を実施することがあります。 
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平成 25 年度における各種防災訓練等体系図（参考） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

そ
の
時
ど
う
す
る 

自
分
は 近

所
は 地

域
は 

防災ミーティング 

災害救援ボランティア養成 

防災リーダー養成研修

各地区自主防災訓練 

３ 地域防災力の強化 

県津波対策訓練 

シェイクアウトかながわ

J アラート全国一斉自動放送訓練

県湘南地域現地対策本部

市町連絡員等派遣訓練 

県災害ボランティアセンター開設訓練

津波ハザードマップ 

防災講演会 

避難所開設運営訓練 

津波避難訓練 

防潮堤門扉開閉訓練 

危機管理研修 

防災士養成 

情報伝達・収集訓練 

災害応急対応訓練 

２ 広域連携の推進 

４ 防災減災意識の高揚 

来庁者避難誘導訓練

防災・防犯安全講習会

１ 災害対策本部等の機能強化 

土砂災害・全国統一防災訓練 



 

 

 

 

 

平成24年５月に行った機構改革は、まちづくりの課題解決や重要事項の推進を図るため、組

織全体に糊しろを持ち合わせた効果的な行政組織の構築を図るため、部制の導入、係長の配置、

課や室の新設・再編を行いました。 

今年度の重要施策の一つとして位置づけした「観光」分野においては、神奈川県から認定を受

けた「新たな観光の核づくり事業」を進めていくことにより、産業振興や地域活性化を図ってい

かなければなりません。 

また、同じく「廃棄物対策」分野においても、１市２町によるごみ処理広域化が進められてお

り、10月からはさらに本格的になります。 

このことから、７月１日付けで、幅広い業務範囲である「建設経済部」を再編し、新たに「都

市建設部」、「産業環境部」を設置します。それぞれの部に属する課等は次のとおりです。 

なお、各課等に属する係の業務に変更はありません。 

 

大磯町行政組織図（変更箇所のみ） 平成25年７月１日付け 

          変更前                     変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役場組織を一部変更「建設経済部」を 
「都市建設部」と「産業環境部」に再編 

H25.7.1 

平成 25 年度 大磯町防災会議資料
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監査委員事務局班

選挙管理委員会事務局班

環境美化センター班

協力部 会計班

議会事務局班

消防署班

国府分署班

産業環境部

農業委員会事務局班

教育部 学校教育班

子育て支援班

生涯学習班

消防部 消防総務班

都市建設部 建設班

下水道班

都市計画班

町民福祉部 町民班

福祉班

スポーツ健康班

産業観光班

総務班

財政班

税務班

本部事務局

政策総務部

本部事務局 本部事務局班

政策総務部 政策班

協力部 会計班

建設経済部 建設班

消防部 消防総務班

消防署班

本部長 副本部長

教育部

下水道班

都市計画班

産業観光班

環境美化センター班

税務班

国府分署班

議会事務局班

監査委員事務局班

選挙管理委員会事務局班

農業委員会事務局班

子育て支援班

生涯学習班

学校教育班

本部事務局班

政策班

総務班

財政班

町民福祉部 町民班

福祉班

スポーツ健康班

大磯町災害対策本部組織表

改　正　前 改　正　後


	資料1.pdf
	バインダ1
	H25年度における防災訓練等の実施について（ツリーあり）.pdf
	siryo3
	資料3 組織再編[H25.7.1付].pdf
	資料3 災害対策本部組織新旧対照表



